
京都市地域水道の管理に関する条例の一部を改正する条例（平成２１年３月２６日京

都市条例第   号）（総合企画局プロジェクト推進室） 

  分担金の徴収及び大原簡易水道組合から譲り受ける大原簡易水道の管理に関し必

要な事項を定めることとしました。 

  主な内容は，次のとおりです。 

１ 分担金の徴収 

水道施設が設置されていない場所又は水道施設が設置されていてもその能力が

限界に達している場所への給水の申込みをしたことにより，新たに水道施設の設

置又は増強が必要となったときは，その申込みをした者から分担金を徴収するこ

ととします。 

２ 大原簡易水道の管理 

  大原簡易水道に係る給水装置工事の費用は，原則として当該給水装置工事を

しようとする者の負担とします。 

  １使用期間の料金の額 

   次に掲げる基本料金の額及び従量料金の額の合計額に１００分の１０５を

乗じて得た額とします。 

  ア 基本料金 １，５００円 

 イ 従量料金 

使 用 水 量 単   位 従 量 料 金

２ ０ 立 方 メ ー ト ル ま で の 部 分
円

７０ 

２０立方メートルを超え,６０立方メート

ルまでの部分 
１５０ 

６０立方メートルを超え,１００立方メー

トルまでの部分 
１７０ 

１００立方メートルを超え,２００立方メ

ートルまでの部分 
２００ 

２ ０ ０ 立 方 メ ー ト ル を 超 え る 部 分

１立方メートル

２３０ 

７１



  大原簡易水道に係る加入者負担金は，次のとおりとします。 

ア 給水装置を新設するとき。 

給 水 管 の 口 径 加 入 者 負 担 金 

１ ３ ミ リ メ ー ト ル
円

６５０，０００ 

２ ０ ミ リ メ ー ト ル １，３００，０００ 

２ ５ ミ リ メ ー ト ル １，９５０，０００ 

４ ０ ミ リ メ ー ト ル 以 上 ５，２００，０００ 

イ 給水管の口径を２０ミリメートル，２５ミリメートル又は４０ミリメート

ル以上に増径するとき。 

  増径後の給水管の口径に応じたアの額と増径前の給水管の口径に応じたア

の額との差額 

なお，この条例の施行の日前に大原簡易水道組合に加入金を支払った者につ

いては，給水装置を新設する際の加入者負担金は，徴収しないこととします。 

  その他の事項については，京都市地域水道の管理に関する条例に定めるとこ

ろによることとします。 

  この条例は，市規則で定める日から施行することとしました。 



京都市地域水道の管理に関する条例の一部を改正する条例を公布する。 

平成２１年３月２６日 

京都市長 門川大作 

京都市条例第  号 

   京都市地域水道の管理に関する条例の一部を改正する条例 

 京都市地域水道の管理に関する条例の一部を次のように改正する。 

 目次中「第１８条」を「第１９条」に，「第１９条・第２０条」を「第２０条・第２

１条」に，「第２１条～第２４条」を「第２２条～第２５条」に，「第２５条」を「第

２６条」に改める。 

 第１０条に次の２項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず，大原簡易水道に係る給水装置工事（本市が施行するも

のに限る。以下この条において同じ。）の費用は，当該給水装置工事をしようとす

る者の負担とする。ただし，市長がこれによることが適当でないと認める給水装置

工事の費用の負担については，別に定める。 

３ 前項に規定する給水装置工事の費用の額は，設計費，材料費，運搬費，人件費，

工事監督費，路面復旧費及び間接経費の合計額とする。 

 第１２条第２項に次のただし書を加える。 

  ただし，大原簡易水道に係る基本料金は，１，５００円とする。 

 第１２条第３項中「別表第２」の右に「（大原簡易水道にあっては，別表第３）」を

加える。 

 第１７条第１項各号列記以外の部分中「者（」の右に「大原簡易水道以外の地域水

道において,」を加え,同項第１号中「別表第３」を「別表第４（大原簡易水道にあっ

ては，別表第５）」に改め，同項第２号中「５００，０００円」の右に「（大原簡易水

道にあっては，増径後の給水管の口径に応じ前号の規定を適用して得た額から，増径
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前の給水管の口径に応じ同号の規定を適用して得た額を控除した額）」を加える。 

 第２５条を第２６条とする。 

 第６章中第２４条を第２５条とし，第２１条から第２３条までを１条ずつ繰り下げ

る。 

 第５章中第２０条を第２１条とし，第１９条を第２０条とする。 

 第４章中第１８条を第１９条とし，第１７条の次に次の１条を加える。 

（分担金） 

第１８条 法第３条第８項に規定する水道施設（以下「水道施設」という。）が設置さ

れていない場所又は水道施設が設置されていてもその能力が限界に達している場

所への給水の申込みをしたことにより，新たに水道施設の設置又は増強が必要とな

ったときは，当該申込みをした者は，分担金を納入しなければならない。 

２ 前項の分担金の額の算定方法は，別に定める。ただし，その額は，水道施設の設

置又は増強に要する費用及びこれに付随する費用の総額を上限とする。 

３ 分担金は，水道施設を設置する工事又は増強する工事に着手する日までに納入し

なければならない。ただし，市長が特別の理由があると認めるときは，この限りで

ない。 

４ 既納の分担金は，還付しない。ただし，市長が特別の理由があると認めるときは，

この限りでない。 

 附則ただし書中「第２０条，第２１条，第２３条」を「第２１条，第２２条，第２

４条」に改める。 

 別表第３を別表第４とし，同表の次に次の１表を加える。 



別表第５（第１７条関係） 

給 水 管 の 口 径 加 入 者 負 担 金 

１ ３ ミ リ メ ー ト ル
円

６５０，０００ 

２ ０ ミ リ メ ー ト ル １，３００，０００ 

２ ５ ミ リ メ ー ト ル １，９５０，０００ 

４ ０ ミ リ メ ー ト ル 以 上 ５，２００，０００ 

 

 別表第２の次に次の１表を加える。 

別表第３（第１２条関係） 

使 用 水 量 単   位 従 量 料 金 

２ ０ 立 方 メ ー ト ル ま で の 部 分
円

７０ 

２０立方メートルを超え,６０立方メートル

までの部分 
１５０ 

６０立方メートルを超え,１００立方メート

ルまでの部分 
１７０ 

１００立方メートルを超え,２００立方メー

トルまでの部分 
２００ 

２ ０ ０ 立 方 メ ー ト ル を 超 え る 部 分

１立方メートル

２３０ 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，市規則で定める日から施行する。 



（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に大原簡易水道組合に同組合の規約に定める加入金を支払

った者については，この条例による改正後の京都市地域水道の管理に関する条例第

１７条第１項（第１号に掲げる場合に限る。）の規定は，適用しない。 

３ 前項に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な経過措置は，市長が定め

る。 

（総合企画局プロジェクト推進室） 


